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１．はじめに

本工事は，厚さ約 10m の腐植土を主体とした軟弱地盤地帯での大規模宅地造成工事である．軟弱地盤対策

として全域に載荷盛土工法が計画されていたが，場内にある計画河川と計画道路交差部にある橋台の構築が

工程に大きく影響する．そこで，経済性を考慮しながらも工期を大幅に短縮できるバーチカルドレーン工法

を検討するとともに，橋台の構築手順についても検討した．以下のその概要を報告する．

２．工程短縮の検討

当初計画は全域に載荷盛土を先行し，一次圧密の収束を待って構造物の

構築に移る計画であったが，当該地域については次のような特徴があった．

・ 橋台は杭基礎構造なので，周辺地盤の圧密の影響を直接受けない

・ 計画河川断面は現状より大きく，荷重増加による圧密は発生しない

そこで，橋台の施工は圧密の収束を待たずに実施可能であり，河川部の

載荷は必要ないため，これらの構築と並行して載荷盛土を施工する手順に

変更した．さらに載荷盛土では，圧密促進を図る目的でバーチカルドレー

ン工法を併用し，全体工期の短縮を図ることとした．このとき計画河川護

岸は未改良地盤であり，その変状対策として表層安定処理工法を計画した． 　　図 1　平面図

３．対策

１）圧密促進工法

載荷盛土計画地点に近接した既往の盛土

動態観測データを用いて載荷期間の検討を

行った．まず，双曲線法で求めた最終沈下

量を基準とし， 90%圧密に達するには約

350 日を要すると判断された（図２）．つ

づいて，この結果から地盤の圧密係数(cv)
の推定を行った．地盤構成は軟弱層が 11． 　 図 2　実測値と双曲線法　　図 3　cv の沈下計算と実測値

2m 連続して堆積するものとし，両面排水条件でモデル化して実測データと

カーブフィッティングして cv 値を試行的に求めた結果，cv=800cm2/day とし

た場合に実測データと良い相関にあることが確かめられた（図３）．

そこで，当該地盤にドレーンを適用した場合，圧密時間がどの程度短縮

されるかをバロンの式を用いて検討した．ドレーン材にはボード系のバー

チカルドレーンを想定し，サンドドレーン換算直径で 3cm，打設配置は 2．

5ｍ正三角形配置と設定した．その結果，図 4 に示すように 90%圧密に要す

る期間は約 90 日と大幅に短縮できることとなった． 　　図 4　沈下比較
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２）護岸部の安定・変形について

護岸部の未改良地盤について次のように安定および変形検討を

行った．

安定問題としては護岸擁壁の地盤支持力と盛土のり面全体に関

するものとがある．

支持力については式 qd=ακcNc+βγ1BNｒ/2+γ2κDfNq1)より応

力分散を考慮し，地盤を安定処理することで支持力を確保した．

のり面の安定では，図 5に示す断面について盛土立上り時 Fs=1.1，

共用時 Fs=1.252)と設定し，安定上最も危険側となる立上り時に対し 図 5　計画断面

円弧すべり解析 3）を行い，河川底盤部も表層安定処理することで， 表 1　解析パラメータ

Fs=1.13 を満足することを確認した．

変形問題については載荷盛土時の護岸擁壁の

水平変位を 2 次元の弾性 FEM解析（図 8）によ

り求めた．解析は深度約 10m の軟弱層を対象と

し河川中心の 1/2 モデルに対して護岸擁壁の構築

完了時を初期状態とし，擁壁背面を埋戻し載荷

盛土完了時に生じる擁壁部の水平変位を求めた．

無処理地盤では盛土により擁壁が前面に押し

出された形状（図 6）となり許容値を超えた．そ

こで，安定検討で必要とされた河川底盤部の改

良厚 1m を適用した場合から解析をはじめ，許容水平変

位 10mm を満足するまで，改良厚さを増加させる試行計

算を行った結果，改良厚 1．5m（図 7）としたときに許

容値を満足することができた．

　　

図 6　無処理の解析結果　　図 7　改良厚 1.5m の解析結果 　　　　図 8　有限要素分割図

４．おわりに

本工事では，盛土の安定性確保と過大な沈下や変形を防止し，完成後の構造物の長期的な品質をも確保す

るため，上記の軟弱地盤対策を実施することとなった．これにより当初工期を半分近くまで短縮できるもの

と考えられる．

また，この施工計画では，バーチカルドレーン配置が通常よりも粗であることと，護岸に近接する載荷盛

土による河川構造物への影響に注目し，現在施工時の安全性の確保と技術データの蓄積を主な目的として動

態観測も計画中であり，次の機会にその結果を報告する予定である．
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